
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

庁００１ 項　　目　　名 市庁舎整備推進事業費

主要な施策 庁舎管理費 ページ 23 所　　属　　名

総務部 
庁舎整備局年度 H24 事業の概要

　会計名 【問合せ先】庁舎整備局　0857-20-3012 
 
【９次総の施策体系】0201 
 
【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
  　当初予算・Ｐ１４(庁００１)、９月補正予算（６号）・Ｐ１(庁００１)、
　　１月補正予算・Ｐ１(庁００１)

【事業の概要】 
　平成24年5月20日の住民投票で投票者の多数となった「現本庁舎の耐震改修及び一部増 
築案」は、市議会「鳥取市庁舎耐震改修等に関する調査特別委員会」が、「この案のまま 
では実現できないことが明らかになった」と同年12月の市議会本会議で最終報告をされ
た。これまでの調査検討の結果や議論の経過を踏まえ、庁舎がどのような機能や役割を 果
たすべきか、市庁舎整備の基本的な方策や効果などについて、条例に基づいて平成25年1月
に設置した「鳥取市庁舎整備専門家委員会」で専門的立場から客観的な視点で議論さ れ
た。 
 
【事業の成果】 
　専門家委員会は、条例で定められた役割を果たし、必要な調査や議論をされた。(平成24
年度は6回開催) 
 
【今後の課題・方向性】 
　専門家委員会の報告や市民の意見、市議会の審議を踏まえ、市庁舎整備の全体構想を早
急にとりまとめ、事業を適正に実施する。

一般会計

款 総務費

項 総務管理費

目 財産管理費

当初予算額 3,853 

補正予算額 9,931 

予算流・充用額 0 

最終予算額 13,784 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 7,455 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 7,455 諸収入 0 

計 7,455 その他 0 

（参考） 評価
結果

市庁舎整備の全体構想をとりまとめ、事業を推進する。
前年度決算額 20,817 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

庁００２ 項　　目　　名 市庁舎整備事業費

主要な施策 庁舎整備事業費 ページ 23 所　　属　　名

総務部 
庁舎整備局年度 H24 事業の概要

　会計名 【問合せ先】庁舎整備局　0857-20-3012 
 
【９次総の施策体系】0201 
 
【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
  　６月補正予算・追加・Ｐ１(庁００１)

【事業の概要】 
　「現本庁舎の耐震改修及び一部増築案」の調査研究に必要な土壌汚染調査業務。 
 
【事業の成果】 
　鳥取市役所本庁舎敷地の土壌汚染状況を土壌汚染対策法に基づき調査。（自然由来によ
る土 壌汚染地の調査） 
 
【今後の課題・方向性】 
　調査地点は土壌溶出量基準に適合しなかったため、調査対象地全体（市役所敷地）が土 
壌溶出量基準に適合しないとみなされる。 
　今後、工事による掘削により土壌を市役所敷地の外に搬出するときは、法律に基づいた 
運搬、処理を行う。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                 

一般会計

款 総務費

項 総務管理費

目 財産管理費

当初予算額 0 

補正予算額 3,077 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,077 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 3,076 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,076 諸収入 0 

計 3,076 その他 0 

（参考） 評価
結果

土壌汚染対策法に基づく調査事業の目的を達成した。
前年度決算額 0 
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